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第9章　新潟県と東京都を比較した災害弱者対策の現状
1．はじめに
　積雪期地震防災対策に係る一連の検討から，災害弱者対策の重要性を痛感した。豪雪地帯の多くが中
山間地域に位置し，高齢化率が高く，奥阿賀地域に属する鹿瀬町や，刈羽地域に位置する高柳町では全
人口に占める65歳以上の割合いが40％を超えている。高齢者が多いことは，発災時に避難が困難であ
り，避難を伴わなくてもケガをしやすく，ケガした場合，衰弱が進み，命に関わることが懸念される。
この点を踏まえれば災害弱者対策の充実が不可欠であるが，弱者は高齢者に限らず，子供，妊婦等も含
まれる。災害時には季節を問わず，これ等の人々の迅速な救出が優先事項となる。
　そこで，本章では東京都と新潟県の『地域防災計画』の比較を通じ，災害弱者対策の概要を記述し，
今後の展望を行う。ここで東京都を取り上げた理由は，他府県が策定している『地域防災計画』に比べ，
内容が充実しており，また，『東京都地域防災計画（震災対策編）』に加え，種々のマニュアルを発行し
ているからである。なお，ここでは新潟県の各自治体が策定している災害弱者対策は割愛する。各自治
体は県が策定する防災計画に準拠して作成し，内容的に県が定めた事項と重複するためである。
2．東京都の事例
　東京都の政策に関しては，目黒らが災害弱者対策を盛り込んだマニュアルの策定状況について，区ご
との調査結果を報告しているDが，ここでは都が策定した内容を取り上げる。
　通常，自治体では『地域防災計画（震災編）』，『地域防災計画（風水害編）』，『地域防災計画（資料編）』が
策定されている。東京都では『地域防災計画』の他に，
『東京都震災予防計画』
『防災都市づくり推進計画〈整備計画〉』
『東京都都市復興マニュアル』
『東京都生活復興マニュアル』
を発行し，一般に頒布している。このマニュアル類を一般に市販しているのは東京都と横浜市等に限定
されている。マニュアル類を市販していなくても，秋田市等のようにホームページ上で公開したり，役
所での閲覧を認めている場合が多い。ただ，必要箇所をコピーする際，手続きが煩雑な自治体も少なか
らず存在する。
　総理府を初めとする各機関が実施する世論調査の結果等から，情報公開を望む声が強く，また，防災
情報に関心を持つ人が増えている。東京都が販売しているマニュアル類の多くが兵庫県南部地震後に発
行され，都民情報ルームで購入する姿を頻繁に目にする。
　ここで，都が発行するマニュアル類を取り上げる。『東京都震災予防計画』は，都が定めた「東京都
震災予防条例」（1971年10月23日制定）を受けて『第1次計画』が1973年に発行され，現在では8次
計画まで出されている。マニュアルに盛り込まれた計画内容は1973年当時から公開を原則としている。
『東京都震災予防計画』
　骨子は防災教育の充実を前面に出し，個々人が防災意識を身に付けるうえで，防災訓練や講習会への
　　　　　　　　　　　　　ご参加を呼び掛けるとともに，災害を最小限にするための地域コミュニティーづくりを掲げている。さら
に，ボランティア活動の推進にも期待を寄せている。
『防災都市づくり推進計画〈整備計画〉』
計画の概要として，避難所の整備，防火帯としての公園緑地の確保，さらには高齢者や身障者に配慮
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したバリアフリーの推進等が盛り込まれている。
『東京都都市復興マニュアル』
　この中では被災者を収容する施設の安全性を前面に出し，主にハード面に力点を置いた記載となって
いる。公共施設の迅速な復興を目標に掲げ，都民の利用に供する考えを示している。
『東京都生活復興マニュアル』
　ここではソフト面で扱われる事項が記載されている。ボランティア活動の推進とともに，災害弱者を
含め，義指金等による援助等が盛り込まれ，生活の安定化を命題にしている。また，福祉のまちづくり
推進に関連し，歩道や公共空間のバリアフリー化を目指し，ボランティア・地域住民同士の協力による
高齢者等のケアの必要性が記されている。
　いずれのマニュアルとも，その対策の骨子は災害弱者を始め，全ての被災者に対する諸策が記され，
ボランティア等のマンパワー確保を重要視している。都は市区町村，ならびに事業者との連携を深め，
被災者の救出等で協力体制を構築することの重要性を認識している。
　都は災害弱者対策に関して市区町村と連携しつつ，各自治体が中心になって対策を進展させることを
謳っている。災害時の救出は勿論，日常的に福祉関係者と協力して防災知識の啓発・普及を図る，とし
ている。都が定義する災害弱者は，
寝たきりや一人暮しの高齢者
身体障害者，知的発達障害者
乳幼児
傷病者
である。
　現在は交通事故の多発に伴い，身体障害者が増加している。これとは別に，高齢化は人間として避け
て通れない摂理であり，誰もが災害弱者になる可能性がある。ただ，妊婦が含まれていない。
　『地域防災計画（震災対策編）』では安全体制の確保の項目を掲げ，具体的には，
①災害弱者防災行動マニュアルの作成
②防災訓練の充実
③緊急通報システムの整備
である。
　一方，社会福祉施設等の安全対策では，
つ
①社会福祉施設等と地域の連携
②防災教育の充実
③防災訓練の充実
を課題として掲げている。
　さらに災害時における弱者の安全対策で，
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①「災害弱者対策斑」等の設置
②二次避難所の活用
③医療等の体制
④食料等の確保
⑤福祉機器等の確保
⑥仮設住宅
の項目に重点を置いている。
◆避難に際する施策
・東京都港区の事例
るのが困難な人のために社会福祉施設等を利用する施設を含んでいる．これ｝こ関連して港区は1999年
1月に，大規模災害時に高齢者や身障者の人に対してホテルの宴会場や客室の一部を避難所として1週
間程，利用させる覚え書きを結んだ。
都の麟所は区部で185・ヶ所・二次麟所は265ヶ所，市では各々976，43，多摩町村は合計して64
ケ所であるが・二次麟所はない・島しょ部｝調様に一次麟所が111ヶ所，二次避難所は、ヶ所であ
る（1996年4月1日現在）。
・東京都下の事例
災害対策で重要な位置付けにある防災教育・防災訓練の充実について，府中市では身近にある消火栓
や防災倉庫遷難施設等を住民が自らの足で歩き，地図に記入させる試みが始まった．防災マップづく
りでは約4万枚の地図を住民に配布し・防災意識を促そうとしている．府中市｝ま戦災を免れ，今も幅員
の狭い道路がはり巡らされている・一方・国分寺市では住民と繊員が協力して，月に渡の・防災井
戸端会議”を開き，バケツリレーや図上訓練等を行い，討論を深化させている。
次に『東京者曝災予防計画』のうち・‘‘第6次計画”（1996年6月）を中’心に取り上げる．ここでは震
災前後の施策内容の変化を如実に示した“第5次計画”と・第6次計画・の比較検討を行う。　．
　“第5次計画”（1993年8月）では初動体制，情縫絡体制の強化，被災者への救援・救護体制の充
実等の項目を加えている。
災害弱者は第5次でも触れられ鴻6次と内容的には大差がない．「都民等の防災行動力の向上」の
節で記述されている。ここで第6次に示された事項を提示する。
①防災意識の高揚
②防災市民組織の充実強化
③事業所防災体制の充実強化
④ボランティアの育成
⑤災害弱者の安全確保
⑥外国人対策の推進　　　　　　　　　’
ただ，ボランティア育成は第5次では取り上げられていなかった。
東京都では防災関運対策が充実し綱々人が防災意識を持つことを目的に，マニュアル類を頒布して
いる。しかし，積雪期のことは殆ど考慮されていない。
青梅市等の多摩地域は毎年2・～3・・mの積雪に見舞われ，都内でも一冬に数回の積雪（5、m程度）が
翻される・1998年・月は首都圏で2回，大雪に見舞われ，・月8日は16．8、mの降雪量で47人がケガ
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し，1月15日は7．6cmで7人の負傷が報告されている2）。2001年1月にも首都圏で15cm前後の積雪が
あり，大小含め，約700件の交通事故が発生した3・4）。2002～2003年の冬期には5cm程度の積雪が数
回，都内で観測された。この状況を考慮すれば，積雪期地震防災対策は都内においても不可欠となる。
　新潟県がまとめた『地域防災計画（震災対策編）』（平成9年度修正版），その後に出された修正版で
も災害弱者の安全対策が盛り込まれているものの，全体的には治水・治山や，積雪期地震等の複合災害
に対する防災対策が記載されている。この趨勢は県内の市町村にも反映されている。災害弱者に関して
県は次のように定義している。
障害者
高齢者
傷病者
外国人等
県は災害弱者対策をキメ細かく策定し，
「在宅災害弱者対策」
「社会福祉施設等における安全確保対策」
を打ち出している。社会福祉に関連し，近年では在宅介護等，“在宅”をキーワードにしている。これ
を反映し，在宅者対策では，
つ
①地域コミュニティーの形成
②災害弱者の実態把握
③公共施設及び住宅の安全性向上
④情報伝達機器の整備
⑤防災教育・防災訓練
⑥防災資機材の整備
⑦市町村の体制整備
を重点課題として据えている。また，社会福祉施設全般については，
①防災組織体制（夜間体制の充実等）
②施設，設備の安全性強化
③食料品等の備蓄
④防災教育・防災訓練
⑤職員の迅速な確保及び地域住民等との協力体制の構築
⑥社会福祉施設問の協力体制の確立
を挙げている。自治体，消防団を始め，マンパワーの充実が不可欠である点が記載されている。さらに，
搬送に際して除排雪の推進を挙げ，日常的に心掛けることを推奨している。
　災害弱者対策は長岡市，十日町市，安塚町等でも懸案事項として位置付けているが，特に十日町市等
の特別豪雪地帯でもマンパワー確保を掲げ，除雪や屋根雪処理等の作業で，ボランティア活用の重要性
を指摘する等，災害に備える方向性を有している。
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　一方，災害弱者に対する認識にも変化が生じ，長岡市ではこの数年，外国人向けの防災のしおりを発
行し，英語，中国語，韓国語等で記されている。
　各自治体が策定する防災計画，医療環境整備計画には医療の充実が不可欠である旨，記載されている。
これに関連し，ここでは医療環境整備に係る各種統計資料を基に，災害弱者対策を考察する。
表一1：老人保健・デイケア施設数の年次推移（出典：厚生労働省の医療供給調査等を基に作成）
老健施設 デイケア
新潟 東京 全国 新潟 東京 全国
1989 6
一
167 61
一 1，7601990 16 1 370 126 10 4，349
1991 18 1 522 135 10 6，458
1992 20 2 661 145 22 8，934
1993 23 3 814 198 32 11，874
1994 28 11 1，004 270 163 16，639
1995 30 18 1，195 300 277 22，561
1996 38 30 1，517 510 670 33，948
1997 58 41 1，853 一一一＿@　　　　X01 1，005 45，8601998 62 55 2，184 1，076 1，455 58，7041999 68 69 2，420 1，271 1，865 67，757
高齢化の進展を反映し，老健施設やデイケア事業所が増加しているが，新潟県は東京や全国の伸び率
と比較すると逓減傾向にあり，これは表一2で示す各種福祉施設においても同様である。
表一2：介護サービス施設事業所数（2000年10月現在）（出典：厚生労働省の医療供給調査等を基に作成）
新潟 東京 全国
老人福祉施設（指定介護） 107 302 4，486
保健施設（介護老人） 75 95 2，683
医療施設（指定介護療養型） 42 86 3，930
訪問介護 218 1，120 13，138
訪問入浴介護 50 95 2，790
訪問看護 92 423 4，994
通所介護 246 467 8，198
病院・診療所付属リハビリ施設 16 92 2，950
生活介護（短期入所） 113 296 4，748
療養介護（短期入所） 一
7 371
共同生活介護（痴呆対応型） 8 11 702
福祉用具貸与 61 279 4，587
支援事業所（居宅介護） 「　　497 1，744 22，127
　表一2から，リハビリ施設と訪問看護ステーションが不足気味であることが分かる。ここで，訪問看
護事業所の年次推移を表一3に示す。
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年次 新潟 東京 全国
1993 5 15 277
1994 9 36 516
1995 13 63 822
1996 27 96 1，374
1997 38 へ　　　145 2，048
1998 53 209
1999 71　　　　　° 280 3，570
　これ等の表から，東京や全国平均と比較し，新潟県内では医療環境整備が不十分なケースが散見され，
人材育成を含め，今後の福祉政策，防災計画に生かすことが課題となる。と言うのも，4章でも言及し
たように，新潟県，特に山間部の特別豪雪地帯では冬期の受診が減少傾向にある。多くの医療機関は大
都市域に立地し，山間部では少なく，毎冬，高齢者にとっては深刻な事態となっている。
　医療機関を充実させることは，赤十字やJICAも認識しているように，災害時の生命線となり，同
時にマンパワー確保を進める必要がある。以上の点から，防災対策と医療環境整備は一蓮托生の関係に
あることが再認識され，産官学で連携することが望まれる。
　東京都，新潟県の『地域防災計画』に記載されている災害弱者対策を比較検討したが，新潟県では長
岡市を除き，外国人対策についてあまり触れられていない。外国人の居住者が多くなる趨勢を考慮すれ
　　　　　　　　ロ　　　　　　　　らば，緊急時の情報伝達が懸案となる。
　言葉の問題が障壁となり，防災担当者，自治体職員は一覧形式になっている3，4ヶ国語会話集，若
しくは多言語（日米仏西）で記された防災用語集5）等を携帯するのが望まれる。また，消防庁では一般
市民向けに，日本語・韓国語・中国語・ポルトガル語g）対訳形式で書かれた防災に関するパンフレット
を発行している。情報伝達においては聴覚障害者に対する対応が懸念されるが，兵庫県南部地震では手
話通訳者の配置に加え，FAXによる情報提供を行い，注目された。同時に，豪雪地帯に即した対策（雪
は吸音性が高いことから，防災無線の敷設で最深積雪を考慮し，地上から4m以上の位置に設置したり，
ボランティアの雪に対する準備を促す等）の再考が必要となる。
　東京都と新潟県の比較から，高齢者対策に関する記述は多いが，部位・疾患別に応じた身体障害者の
安全確保に資する言及は少ない。また，積雪寒冷期の具体的な救出・搬送方法には触れておらず，改め
て福祉．保健衛生部局との連携が必要不可欠であることが，本章の分析から浮き彫りとなった。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（木村智博，青山清道，北村直樹，深澤大輔，福田誠）
1）目黒公郎ほか：東京23区における災害弱者対策の現状について，土木学会第53回年次学術講演会
　　概要IB．　pp．824－825．1998．
2）三崎安則：首都圏の大雪（平成10年1月8，15日），日本雪工学会誌Vb1．14．　No．3．PP．268．1998．
3）三橋博巳：関東における雪害，日本雪工学会誌Vbl．17．　No．3．　pp．226－228．2001．
4）三橋博巳，本村智博：関東地方における雪害と防災対策に燗する検討一1998・2001年の雪害を事例
　　として一，第18回日本雪工学会大会論文報告集．pp！73－74．2001．
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Tbmohiro　Kimura，　Kiyomichi　Aoyama，　Naoki　Kitamura，　Daismke　Fukazawa　and　Makoto　Fukuda
　　　　Since　Hyogo－Ken　Nambu（Kobe）Earthquake，　disaster　mitigation　including　counte㎝easufes　fbr　aged　people
and　disabled　are　pervaded　profbundly　among　municipal　govemments　in　Japan．　Related　to　disaster　mitigation
considering　with　aged　people　and　disabled　are　studied　and　discussed　by　researchers，　engineers　and　administrators．
In　this　chapter，　we　pondered　countemeasures　fbr　these　people　who　are　easy　to　be　isolated　and　positioned　under
severe　condition　after　disaster　through　the　comparison　study　as　to　Niigata　and　Tbkyo．　Authors　analyzed
earthquake　disaster　mitigation．and　policy　of　social　welfare　aS　egalitarian　by　using　various　manuals　published　by
both　of　Niigata　and　Tbkyo　govemments．　　　　　　・　　　　　　　　　　　　　　　ご
　　　　　Resulted　丘om　document　citation　and　reviewing，　many　manuals　mentioned　the　importance　of
countemleasures　fbr　these　people，　transferred　ffom　earthquake　education　fbr　activitieS　to　promotiOn　of　vol皿teers
who　engage　in　rescue　operation，　patrolling　old　people’s　house，　and　as　an　interpreteL　In　accordance　with　Niigata
Prefbcture’s　ma加al，　it　is　refbrred　the　co－operation　with　officers　of　social　welfare　and　medical　relatives　fbr　the
consideration　bf　increasing　aging　ratio．　Based　on　the　survey，　we　noticed　the　necessity　of　reconsidering　the
evacuation　activities，　public　health　program　including　medical　service　ffom　the　point　of　view　of　protecting
ourselves　in　dle　6eld　of㎞owledge　of　health　management　during　disaStCr－period，　and　disaster　mitigation　program
fbr　fbreigners．
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